
や執行状況、決算の状況、貸借対照表を
施策目的・

(2)目的 生する行政需要等に適切に対応していくため、毎年当初予算編成後に中期財政計画の見直しを行います。ま 事業目的 はじめとする財務諸表などの財政情報を提供する。
展開方向

た、市民が市の財政状況を十分理解し、予算編成過程をはじめとした市政の場に積極的に参加できるよう、
当初予算や決算の状況、地方自治法で義務づけられている上半期及び下半期の執行状況、ホームページへ随 ・４月　：令和２年度当初予算の概要
時掲載する財政分析資料、財政白書を公表する。 ・７月　：令和元年度下半期の執行状況
また、より分かりやすい内容となるよう適宜見直しを行う。 当該年度 ・１１月：令和３年度予算編成方針

執行計画 ・１２月：令和元年度普通会計決算の概要（家計簿形式で補足説明）、令和２年度上半期の執行状況
(3)事業内容 内　　容 ・３月　：令和３年度当初予算の概要

・随時　：ホームページへ財政分析資料等の掲載
市広報への掲載回数 想定値 6当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 広報やホームページを活用して、簡潔かつ分かりやすい財政情報を市民に提供できるよう、掲載内容の充実と表現の工夫を図り 直接 財政情報に関するホームページへのアクセス件数 件 18,865 25,000
、市の財政状況を多くの市民に理解してもらう。

令和 3年度 広報やホームページを活用して、簡潔かつ分かりやすい財政情報を市民に提供できるよう、掲載内容の充実と表現の工夫を図り 直接 財政情報に関するホームページへのアクセス件数 件 30,000
、市の財政状況を多くの市民に理解してもらう。

令和 4年度 広報やホームページを活用して、簡潔かつ分かりやすい財政情報を市民に提供できるよう、掲載内容の充実と表現の工夫を図り 直接 財政情報に関するホームページへのアクセス件数 件 35,000
、市の財政状況を多くの市民に理解してもらう。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

広報やホームページを活用した予算・ 広報やホームページを活用した予算・ 広報やホームページを活用した予算・ 広報やホームページを活用した予算・
決算の概要などの財政情報の提供 決算の概要などの財政情報の提供 決算の概要などの財政情報の提供 決算の概要などの財政情報の提供

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.47 0.45 0.45 0.46 0.46
正職員人件費 4,136 3,915 3,915 4,002 4,002

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,136 3,915 3,915 4,002 4,002
(11)単位費用

689.33千円／件 652.5千円／件 652.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・地方分権の進展により、自治体の自立を前提とした市民と市の新たな関係づくりが求められているなか、透明・公正な ●①事前確認での想定どおり
行政運営や市への信頼向上のために、財政状況を積極的に公表することにより市財政に係る説明責任を果たす必要がある ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ため。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・地方自治法２４３条の３に基づき市の条例で財政事情の公表が義務付けられているため。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

財政状況を積極的に公表することにより、透明性を高めるとともに、公正な行財政運営を確保し、市に対する信頼向上に
つなげる必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった データの収集など、市でなければ実施できない。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 今年度は生涯学習出前講座の「我孫子市の予算の概要」が実

施されず、市民との意見交換等の機会がなかったため。
＜その他の内容＞
市民から寄せられた意見などをもとに、更なる内容の充実に努める。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
18,865 25,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

例年に比べて補正予算の編成回数が多く、作成したページ数が増加したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 31,345 125.38
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,915 221 3,915 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5.34

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 例年に比べて補正予算の編成回数が多く、作成したペー

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ジ数が増加したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 638.57

件 10万円 800.64 125.38

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
限られた財源で多様化・複雑化している市民ニーズに対応し、持続可能な財政運営を進めていくにあたり、市民と財政情報を共有することは重
要であり、引き続き定期的な情報発信を行っていく。また、市民に対してはさらに分かりやすい情報提供の仕方を工夫するとともに、職員に対
しても意識改革を促すための情報共有化に努める。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 28 課コード 0203 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・財政課

個別事業 財政情報の提供 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,915 千円 (うち人件費 3,915 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83301 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

社会経済状況や国の制度改正、市の決算状況などを踏まえ変動する税収等の財源を的確にとらえ、新たに発 広報（年６回以上）やホームページを通じて、当初予算の編成状況



健全性を確保するとともに、予算編成や基本計画・実施計画
施策目的・

(2)目的 生する行政需要等に適切に対応していくため、毎年当初予算編成後に中期財政計画の見直しを行います。ま 事業目的 における施策や事業の位置付けと選択を行う際の指針とする。
展開方向

た、市民が市の財政状況を十分理解し、予算編成過程をはじめとした市政の場に積極的に参加できるよう、
中期財政計画については、経済状況や国の制度改正などを勘案し、決算状況や実施計画の執行状況などを踏 ・前年９月初旬=中期財政収支見通しの見直し、検討、修正
まえて策定し、中期的な財政収支の見通しを行う。 ・４月中旬=中期財政計画見直し素案策定
また、第四次総合計画の策定に活用するため、財政シミュレーションを実施する。 当該年度 ・５月下旬=中期財政計画策定（庁議へ報告）

執行計画 ・７月（予定）財政シミュレーションの実施
(3)事業内容 内　　容

中期財政計画の見直し回数 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 中期財政計画の見直し 直接 計画２年度・３年度の経常収支の平均 百万円 △14 10

令和 3年度 中期財政計画の見直し 直接 計画２年度・３年度の経常収支の平均 百万円 10

令和 4年度 中期財政計画の見直し 直接 計画２年度・３年度の経常収支の平均 百万円 10

人口減少及び高齢化の進展などにより市税の減少が続くものと見込まれ、地方交付税をはじめとした依存財源への傾斜が強まる
(7)事業実施上の課題と対応 一方で、歳出は少子高齢社会対策に伴う社会保障関係費などの増加が見込まれるなど厳しい財政状況が続くものと予想される。 代替案検討 ○有 ●無

そのため、制度改正や経済状況の変化などを的確に見込みながら、中期財政計画の精度を高めていく。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

中期財政計画の見直し・策定 中期財政計画の見直し・策定 中期財政計画の見直し・策定 中期財政計画の見直し・策定
財政シミュレーションの実施

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,520 3,045 3,045 3,045 3,045

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,520 3,045 3,045 3,045 3,045
(11)単位費用

3,520千円／回 3,045千円／回 3,045
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方分権が本格化し、市民サービスの水準を維持しながら将来にわたって持続可能な行政経営をしていくためには、健全 ●①事前確認での想定どおり
で安定した財政運営が不可欠である。そのためには、国の経済状況や制度改正、決算状況などを踏まえながら毎年度収支 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 見通しを修正するとともに中期財政計画を見直していく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国の制度改正や景気動向等に伴って変動する税収入等の財源を的確に捉え、新たに発生する行政需要に対応できるよう毎
年度見直しを行い計画の精度を高めていく必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の財政運営に係る計画であるため、市が主体となって策定

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(百万円) 目標値(b)(百万円) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(百万円) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
△14 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

２年度の歳入における地方交付税や国・県支出金、臨時財政対策債などが、前計
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 260 2,600

画策定時の見込みを上回ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,045 475 3,045 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

13.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 ２年度の歳入における地方交付税や国・県支出金、臨時

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 財政対策債などが、前計画策定時の見込みを上回ったた

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.33 め。

百万円 10万円 8.54 2,587.88

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
健全で持続可能な財政運営を図るため、今後も１年度ごとに中期財政計画を見直し、中期的な財政状況の推移を的確に把握していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 29 課コード 0203 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・財政課

個別事業 中期財政計画の見直し 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成17年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,045 千円 (うち人件費 3,045 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83301 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

社会経済状況や国の制度改正、市の決算状況などを踏まえ変動する税収等の財源を的確にとらえ、新たに発 中長期的な財政収支の見通しを立て財政運営の



に的確に対応すべく、最小の経費で
施策目的・

(2)目的 。経常的経費については、事業仕分けや行政評価などと連動して、事業の選択と集中や事業手法の見直しを 事業目的 最大の効果を上げるため効率的かつ効果的な予算の編成と執行を行う。
展開方向

行い、人件費も含め、より一層の経費の削減に努めます。投資的経費については、事業の必要性や優先度の
・当初予算、補正予算の編成と予算書の作成 ・当初予算編成（8月～3月）＝予算編成方針策定、予算要求基準・要領作成、説明会、ヒアリング、査定、
・流用、予備費充用など予算の執行管理 市長協議、内示、示達、予算書作成、国・県への編成状況調査など
・継続費、繰越明許など予算の繰越事務 当該年度 ・補正予算（6月・9月・12月・3月）＝災害対策や制度改正など当初予算後の状況の変化に応じて追加、変

執行計画 更するものでヒアリング、調整、市長協議など
(3)事業内容 内　　容 ・予算流用、予備費充用（随時）＝予算の効率的執行を図るとともに、不測の事態に対応して執行する

・継続費、繰越（3月～9月）＝事故繰越、繰越明許の申請受付、財務処理、議会報告など
一般会計・特別会計の予算総額 想定値 756当該年度

単位 億円
活動結果指標 実績値 815

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 予算編成を通じて、効率的・効果的な財政運営を進めることにより財政構造の弾力性を確保していく。 直接 財政構造の弾力性を測る指標の一つである経常収支比率 ％ 94.8 94.9

令和 3年度 予算編成を通じて、効率的・効果的な財政運営を進めることにより財政構造の弾力性を確保していく。 直接 財政構造の弾力性を測る指標の一つである経常収支比率 ％ 94.8

令和 4年度 予算編成を通じて、効率的・効果的な財政運営を進めることにより財政構造の弾力性を確保していく。 直接 財政構造の弾力性を測る指標の一つである経常収支比率 ％ 94.8

一般財源となる市税など歳入の大きな伸びが見込めない中、少子高齢社会の進展に伴い、扶助費、特別会計への繰出金など経常
(7)事業実施上の課題と対応 的な歳出は増加傾向にあり、減少傾向にある投資的経費の確保が課題である。そのため、事業の見直しや人件費をはじめとした 代替案検討 ○有 ●無

経常的経費の削減を進めていく。また、政策的経費についても精査を進めていく。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

予算書印刷製本費 512 予算書印刷製本費 535 330 予算書印刷製本費 535 予算書印刷製本費 535
予算説明資料印刷製本費 57 予算説明資料印刷製本費 60 47 予算説明資料印刷製本費 60 予算説明資料印刷製本費 60
補正予算書製本費 172 補正予算書製本費 184 95 補正予算書製本費 184 補正予算書製本費 184

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 741 合　　計 779 472 合　　計 779 合　　計 779
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 741 779 472 779 779

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2.55 2.7 2.7 2.55 2.55
正職員人件費 22,440 23,490 23,490 22,185 22,185

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 23,181 24,269 23,962 22,964 22,964
(11)単位費用

32.97千円／億円 32.1千円／億円 29.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市税等歳入が減少傾向にある中、市民サービスの水準を維持しながら持続可能な財政運営をしていくためには、中期財政 ●①事前確認での想定どおり
計画、基本計画、実施計画に連動した効率的かつ重点的な予算の編成と執行が求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

持続可能な財政運営をしていくため、一層の歳入確保に努めるとともに、効率的・重点的な予算編成及び執行が必要不可
欠である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の状況を把握し、計画等に基づき作成することから、市で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 なければ実施できない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 政策的経費に係る予算編成については、企画課でパブリック 市民の意見を反映していくために、今後もパブリックコメン ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り コメントを実施している。 トを継続していく。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ホームページの活用により、紙の使用量低減につながった。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
94.8 94.9 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

少子高齢化の進行により扶助費などの社会保障関係費が増加したことにより、経
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 95.3 99.58

常経費充当一般財源が増えたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 24,269 △1,088 23,962 98.74
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 391.03

％ 1億円 397.71 98.32

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
限られた財源の中で、市民サービスを低下させることなく、効率的・効果的な財政運営を行っていくため、事業仕分けなどと連携しながら、事
業の効率化・縮小・廃止など経常的経費の削減を引き続き行っていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 30 課コード 0203 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・財政課

個別事業 予算編成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 2.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 24,269 千円 (うち人件費 23,490 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

限られた財源の中で多様化する市民ニーズを的確に反映させながら、効率的・効果的な財政運営を行います 歳入の拡大が見込めない中、限られた財源で多様化している市民ニーズ



ており、予算を構成する一部である。会計年度独立の原則
施策目的・

(2)目的 。経常的経費については、事業仕分けや行政評価などと連動して、事業の選択と集中や事業手法の見直しを 事業目的 など経費支出に関する原則に直接拘束を受けることがない分、自由裁量性の範囲が広くこれを無制限に認め
展開方向

行い、人件費も含め、より一層の経費の削減に努めます。投資的経費については、事業の必要性や優先度の ると、予算統制が機能しなくなるおそれがあることから、計画的に債務負担行為を設定していく。
・債務負担行為の設定、債務負担行為設定見積書の集計、整理（我孫子市財務規則第１０条１項４号関係） ・４月～５月　債務負担行為台帳の作成
・債務負担行為関係予算整理簿の作成（我孫子市財務規則第６６条１項２号関係） ・６月～７月　決算統計事務における債務負担行為関係の調査表の作成
・債務負担行為台帳の作成（我孫子市財務規則第３０９条１項２号関係） 当該年度 ・８月　　　　「一般会計及び特別会計に関する決算説明資料」の中の債務負担行為に関する資料の作成
・債務負担行為支出予定額の算出と支払予定表の作成 執行計画 ・１０月～１２月　債務負担行為の設定、債務負担行為設定見積書の集計、整理、支払予定表の作成

(3)事業内容 内　　容 ・債務負担行為の予算書への記載、債務負担行為の調書の作成 ・１、３月　　　　債務負担行為の予算書への記載、債務負担行為の調書の作成、予算整理簿の作成
・債務負担行為を設定している「公社委託財産取得等事業」の委託等用地取得費の支払い ・６月、９月、１２月、３月　「公社委託財産取得等事業」の委託等用地取得費の支払い

債務負担行為による新規用地取得件数（当該年度分） 想定値 2当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 債務負担行為支出予定額のうち委託等用地取得費分の増額の抑制 直接 債務負担行為のうち新規委託等用地取得費分（３年間の平均） 億円 0.5 5.5

令和 3年度 債務負担行為支出予定額のうち委託等用地取得費分の増額の抑制 直接 債務負担行為のうち新規委託等用地取得費分（３年間の平均） 億円 0.4

令和 4年度 債務負担行為支出予定額のうち委託等用地取得費分の増額の抑制 直接 債務負担行為のうち新規委託等用地取得費分（３年間の平均） 億円 0.3

債務負担行為は、当該年度又は翌年度以降における債務の負担となるもので、その定められた案件については、義務費となる。
(7)事業実施上の課題と対応 財政運営の健全性確保の見地から、大幅な増額は抑制したい。新規事業での用地取得等事業と事業費を精査していかなければな 代替案検討 ○有 ●無

らない。また、経済情勢により、利息の上昇もありえる。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

債務負担行為の設定及び台帳作成 債務負担行為の設定及び台帳作成 債務負担行為の設定及び台帳作成 債務負担行為の設定及び台帳作成
債務負担行為支出予定額の算出及び 債務負担行為支出予定額の算出及び 債務負担行為支出予定額の算出及び 債務負担行為支出予定額の算出及び
支払予定表の作成 支払予定表の作成 支払予定表の作成 支払予定表の作成
委託等用地取得費・補償費 7,583 委託等用地取得費・補償費 3,951 3,308 委託等用地取得費・補償費 368 委託等用地取得費・補償費 306

【3月補正】
委託等用地取得費・補償費 △642

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,583 合　　計 3,309 3,308 合　　計 368 合　　計 306
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,583 3,309 3,308 368 306

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 870 870 870 870

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,463 4,179 4,178 1,238 1,176
(11)単位費用

4,231.5千円／件 2,089.5千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

債務負担行為は、地方自治法第２１４条に定められており、経費支出の一連の事務執行においては不可欠のものであるた ●①事前確認での想定どおり
め。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

厳しい財政状況の中、後年度に負担を伴う債務負担行為については、できるだけ抑制する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の債務負担行為に係る事務であるため、市でなければ実施

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 できない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(億円) 目標値(b)(億円) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(億円) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0.5 5.5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

債務負担行為による用地取得案件が生じなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 +∞
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,179 4,284 4,178 99.98
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

50.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 債務負担行為による用地取得案件が生じなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.13

億円 10万円 0 +∞

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
債務負担行為の設定は、中期財政計画と連動して計画的に行う必要がある。今後も、後年度の義務的経費となる債務負担行為の設定については
、指定管理料を除き、その必要性を精査しながらできる限り抑制していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 31 課コード 0203 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・財政課

個別事業 債務負担行為支払事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,821 千円 (うち人件費 870 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,179 千円 (うち人件費 870 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

限られた財源の中で多様化する市民ニーズを的確に反映させながら、効率的・効果的な財政運営を行います 債務負担行為は地方自治法第２１４条に定められ



応えていくためには、常に既存の事務
施策目的・

(2)目的 。経常的経費については、事業仕分けや行政評価などと連動して、事業の選択と集中や事業手法の見直しを 事業目的 事業、既定経費等についての検討を加える必要がある。そのため、決算に係る様々な分析、資料をもとに財
展開方向

行い、人件費も含め、より一層の経費の削減に努めます。投資的経費については、事業の必要性や優先度の 政状況の正確な把握と的確な分析を行っていく。
・「地方財政状況調査表（決算統計）」作成 ・６月～７月　　「地方財政状況調査表（決算統計）・健全化判断比率、資金不足比率」作成、県市町村課
・「歳入歳出決算書・事項別明細書」作成 　　　　　　　　へ提出
・「一般会計及び特別会計に関する決算説明資料」作成 当該年度 ・８月～９月　　「歳入歳出決算書・事項別明細書」作成
・決算に係る議会資料作成 執行計画 　　　　　　　　「一般会計及び特別会計に関する決算説明資料」作成

(3)事業内容 内　　容 ・決算統計に係る各種調査、決算分析 　　　　　　　　「決算カード」作成、決算に係る各種調査、決算分析
・健全化判断比率、資金不足比率算出 　　　　　　　　　他市との比較のための資料収集

決算書の作成 想定値 1当該年度
単位 冊

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 経常的経費の節減合理化を進めるための分析資料として有効活用 間接 当該年度経常収支比率 ％ 94.8 94.9

令和 3年度 経常的経費の節減合理化を進めるための分析資料として有効活用 間接 経常収支比率 ％ 92

令和 4年度 経常的経費の節減合理化を進めるための分析資料として有効活用 間接 経常収支比率 ％ 92

歳入において大幅な一般財源の増加が見込めない中、経常的経費全般にわたり節減合理化を進めなければならないが、少子高齢
(7)事業実施上の課題と対応 社会の進展による扶助費の増加が顕著である。また、人件費については、義務的経費の約４０％を占めていることや厳しい財政 代替案検討 ○有 ●無

状況にあることなどから、引き続き削減を行う必要がある。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

決算書の印刷製本 470 決算書の印刷製本 500 367 決算書の印刷製本 500 決算書の印刷製本 500
決算説明資料の印刷製本 55 決算説明資料の印刷製本 58 48 決算説明資料の印刷製本 58 決算説明資料の印刷製本 58

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 525 合　　計 558 415 合　　計 558 合　　計 558
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 525 558 415 558 558

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.1 1.35 1.35 0.95 0.95
正職員人件費 9,680 11,745 11,745 8,265 8,265

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,205 12,303 12,160 8,823 8,823
(11)単位費用

10,205千円／冊 12,303千円／冊 12,160
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・市税等歳入が減少する中、市民サービスの水準を維持しながら持続可能な財政運営を続けていく上で、決算状況を的確 ●①事前確認での想定どおり
に把握、分析し、今後の指針としていくことは必要不可欠である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・決算書作成、議会への上程等は、地方自治法２３３条に定められている。また、「地方財政状況調査表（決算統計）」 ○要
   背景は？(事業の必要性) 作成は、同法２５２条の１７の５第１項及び第２項により定められている。健全化判断比率等は地方公共団体の財政の健 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

全化に関する法律により、議会への報告と公表が定められている。 決算状況を的確に把握し分析することは、健全な財政運営を進めるためには必要不可欠である。また、決算は議会での認
定が義務付けられており、市の適切な財政運営を制度的に担保している。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 全庁的な決算状況を把握し、決算書の作成及び議会への上程

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 等は、市でなければ実施できない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
94.8 94.9 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

少子高齢化の進行により扶助費などの社会保障関係費が増加したことにより、経
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 95.3 99.58

常経費が想定を上回ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,303 △2,098 12,160 98.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△20.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.77

％ 10万円 0.78 98.72

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
限られた財源の中で、市民サービスを低下させることなく、効率的・効果的な財政運営を行っていくため、事業仕分けなどと連携しながら、事
業の効率化・縮小・廃止など経常的経費の削減を引き続き行っていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 32 課コード 0203 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・財政課

個別事業 決算事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 1.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,303 千円 (うち人件費 11,745 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

限られた財源の中で多様化する市民ニーズを的確に反映させながら、効率的・効果的な財政運営を行います 財政の健全性を確保しつつ、地域住民の多種多様な行政需要に的確に



携しながらスムーズな事務処理を行う。また、効果的な財政運
施策目的・

(2)目的 。経常的経費については、事業仕分けや行政評価などと連動して、事業の選択と集中や事業手法の見直しを 事業目的 営を行うため、各種会議へ参加し、他団体との意思疎通を図る。
展開方向

行い、人件費も含め、より一層の経費の削減に努めます。投資的経費については、事業の必要性や優先度の
北千葉広域水道企業団実務担当課長等会議へ出席する｡ 北千葉広域水道企業団実務担当課長等会議への出席　年3回～4回
北千葉広域水道企業団へ補助金・負担金・出資金を支出する。 指定金融機関及び収納代理金融機関への連絡調整　　　随時
水道局へ児童手当負担金を支出する。 当該年度 ペイオフ関連情報の収集　　　　　　　　　　　　　　随時
指定金融機関及び収納代理金融機関と連絡調整を図る。 執行計画 公社・公営企業との連絡調整　　　　　　　　　　　　随時

(3)事業内容 内　　容 金融機関の万が一の破綻に備え、その情報収集を行う。 国･県からの調査に対する回答　　　　　　　　　     随時
公社・公営企業との連絡調整を行う。 新財務会計システムの事業者選定　　　　　　　　　　８月
国・県からの調査の回答を迅速かつ正確に行う。 会議等への出席回数及び調査件数 想定値 50当該年度
現行基幹システムの契約期間満了に伴い、新たな財務会計システムの導入に向けた検討を行う。 単位 件

活動結果指標 実績値 77

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 効果的・効率的な財政運営を図るため、財務事務を適正に執行する。 直接 進捗率(会議等へ出席した回数・期限内に提出した調査件数/会議等の ％ 100 100
回数・調査件数)

令和 3年度 効果的・効率的な財政運営を図るため、財務事務を適正に執行する 直接 進捗率(会議等へ出席した回数・期限内に提出した調査件数/会議等の ％ 100
回数・調査件数)

令和 4年度 効果的・効率的な財政運営を図るため、財務事務を適正に執行する 直接 進捗率(会議等へ出席した回数・期限内に提出した調査件数/会議等の ％ 100
回数・調査件数)

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

財政事務に係る消耗品 272 財政事務に係る消耗品 270 224 財政事務に係る消耗品 270 財政事務に係る消耗品 270
納入通知書等の印刷 202 納入通知書等の印刷 191 49 納入通知書等の印刷 191 納入通知書等の印刷 191
北千葉広域水道企業団への児童手当 210 北千葉広域水道企業団への児童手当 204 205 北千葉広域水道企業団への児童手当 204 北千葉広域水道企業団への児童手当 204
負担金 負担金 負担金 負担金
北千葉広域水道企業団への出資金 4,100 水道局への児童手当負担金 876 916 水道局への児童手当負担金 876 水道局への児童手当負担金 876
水道局への児童手当負担金 656 予備費 100,000 予備費 100,000 予備費 100,000
予備費 100,000 財務事務に係る研修 7 財務事務に係る研修 7 財務事務に係る研修 7

実施内容 財政事務に係る研修 7 ＊ 新財務会計システムの導入 0 ＊ 新財務会計システムの導入 14,143 ＊ 新財務会計システムの運用 28,286
【6月補正】 【債務負担　１年目】R2～R9 【債務負担　２年目】R2～R9 【債務負担　３年目】R2～R9

(8)施行事項
費　　用 予備費 864 ・事業者選定、システム構築 ・システム構築、運用開始 ＊ 財務会計システム再リース(4～8月) 2,845

【9月補正】 （負担額：167,359千円） ＊ 財務会計システム再リース（1～3月） 1,707
予備費 41,404 【5月～3月補正】

予備費 267,498 317,771
【12月補正】
水道局児童手当負担金 121
【12月補正】
国県支出金等過年度精算金 138,132 158,698
【3月補正】
国県支出金等過年度精算金 22,670

予算(決算)額 合　　計 147,715 合　　計 529,969 477,863 合　　計 117,398 合　　計 132,679
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 4,100 充当率 100 ％ 4,100 0 充当率 100 ％ 4,100 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 143,615 525,869 477,863 113,298 132,679

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.8 0.9 0.9 0.8 0.8
正職員人件費 7,040 7,830 7,830 6,960 6,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 154,755 537,799 485,693 124,358 139,639
(11)単位費用

3,095.1千円／件 10,755.98千円／件 6,307.7
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

全国的に地方公共団体の財政は厳しい状況にあり、本市においても、市税をはじめ、各種交付金、国・県補助金及び負担 ●①事前確認での想定どおり
金などの歳入が減少し、厳しい財政運営を強いられている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ このような状況の中、将来にわたり持続可能な財政運営を進めていくためには、経常的経費の削減合理化に取り組み、効 ○要
   背景は？(事業の必要性) 果的で効率的な予算編成と予算執行が不可欠であり、その一環として財政事務を円滑に進めていく必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

経常的経費の削減への取り組みを含めた財政事務全般に係る業務を進めていくことは重要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の財政運営に係る事務であり、市が主体となって実施する

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

担当内で事務の分担や調整を行い、円滑に業務を遂行するとともに、可能な限り
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

会議へ出席するよう努めた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 537,799 △383,044 485,693 90.31
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△247.52

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

％ 10万円 0.02 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
引き続き経常的経費の削減・合理化に取り組むとともに、積極的に法令や制度などの情報を収集しながら、効率的・効果的な財政運営を行って
いく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 33 課コード 0203 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・財政課

個別事業 財政事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 0.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 109,378 千円 (うち人件費 7,830 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 537,799 千円 (うち人件費 7,830 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

限られた財源の中で多様化する市民ニーズを的確に反映させながら、効率的・効果的な財政運営を行います 効率的な財政運営を図るため、所管部課と連



基金及び減債基金や各種特定目的基金において、中長期計画と連動
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的 させた計画的な基金残高の確保と各基金所管課及び会計課と円滑な調整を図りながら適正な基金管理と安全
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと かつ有利な運用を行う。
基金は、自治法241条に基づき条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み ・4～5月:6月補正予算における基金残高調整　　・6月:基金決算事務
立てるために設けられる資金である。現在、一般会計で管理する基金として財政調整基金、減債基金など　 ・7～8月:9月補正予算における基金残高調整　　・10～11月:12月補正予算における基金残高調整
計16基金、特別会計で管理する基金として計2基金がある。この基金は、財務規則第294条に基づき財産管理 当該年度 ・1～2月:3月補正予算における基金残高調整(年度末残高調整)/30年度予算における基金残高調整
者(所属部長)が管理している。また、資金運用においては、会計管理者(会計課)が財産管理者と調整を図り 執行計画 ・3月:基金取崩・積立処理(年度末残高見込調整)

(3)事業内容 内　　容 ながら安全かつ有利な運用を行っている。従って財政課は、所管基金としての財政調整基金及び減債基金の ※会計課において安全かつ有利な資金運用や歳計現金が一時的に不足した場合における繰替運用の実施
管理とその他の特定目的基金における管理と運用にあたって、各所管課及び会計課との調整を行っている。

一般会計上の基金数 想定値 17当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 17

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 安定的かつ弾力的な財政運営を可能にするため、財政調整基金の計画的な残高の確保を図る。なお、令和元年度末財政調整基金 直接 財政調整基金の年度末残高 百万円 2,126 2,150
残高を勘案し、２１．５億円とした。

令和 3年度 安定的かつ弾力的な財政運営を可能にするため、財政調整基金の計画的な残高の確保を図る。毎年度１億円の増を目指す。 直接 財政調整基金の年度末残高 百万円 2,200

令和 4年度 安定的かつ弾力的な財政運営を可能にするため、財政調整基金の計画的な残高の確保を図る。毎年度１億円の増を目指す。 直接 財政調整基金の年度末残高 百万円 2,300

特定目的基金所管課において基金管理に対する認識が薄い。また、基金残高については、景気動向や財政制度の変更、さらには
(7)事業実施上の課題と対応 政策的な事業の採択状況により計画的な残高の確保ができない場合も想定される。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

基金の適正な管理及び運用 基金の適正な管理及び運用 基金の適正な管理及び運用 基金の適正な管理及び運用
財政調整基金積立金（基金利子充当） 100 財政調整基金積立金（基金利子充当） 100 322,300 財政調整基金積立金（基金利子充当） 100 財政調整基金積立金（基金利子充当） 100
減債基金積立金（基金利子充当） 30 減債基金積立金（基金利子充当） 30 100 減債基金積立金（基金利子充当） 30 減債基金積立金（基金利子充当） 30
【6月補正】 森林環境譲与税基金積立金 11,000 10,898 森林環境譲与税基金積立金 11,000 森林環境譲与税基金積立金 11,000
森林環境譲与税基金積立金 5,104 【9月補正】
【9月補正】 財政調整基金積立金 276,000
財政調整基金積立金 425,000 【9月補正（追加）】

実施内容 財政調整基金積立金 15,000
【3月補正】

(8)施行事項
費　　用 財政調整基金積立金 30,900

減債基金積立金 70
【予備費】
財政調整基金積立金 300

予算(決算)額 合　　計 430,234 合　　計 333,400 333,298 合　　計 11,130 合　　計 11,130
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 425,000 322,400 322,400 11,000 11,130

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 5,234 □特会 □受益 □基金 ■その他 11,000 10,898 □特会 □受益 □基金 ■その他 130 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.2 0.2 0.12 0.12
正職員人件費 1,056 1,740 1,740 1,044 1,044

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 431,290 335,140 335,038 12,174 12,174
(11)単位費用

26,955.63千円／件 19,714.12千円／件 19,708.12
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

基金は、自治法241条に基づき条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を維持し、計画的に資金を積み立て ●①事前確認での想定どおり
るために設けられている。特に財政調整基金は、弾力的な財政運営を可能にするため、自治法4条の3において設置が義務 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 付けられている。想定以上の景気変動や大規模な災害が生じた場合に対応するため、また、年度間の財源の不均衡を調整 ○要
   背景は？(事業の必要性) するための財政調整基金や市債の返済のための減債基金などの特定目的基金の計画的な基金残高の確保は、年々その必要 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

性を増している。 年度間の財源の不均衡の調整や不測の事態への対応など、財政調整基金への積み増しは必須である。また、各目的基金へ
の積み立てを事業計画に沿って実施する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 基金の管理は予算編成事務と密接に関連しており、予算編成

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 事務を市が主体となって実施する以上、市でなければ実施で
□その他 　促進された きない。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(百万円) 目標値(b)(百万円) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(百万円) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2,126 2,150 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

経常的経費の削減に努める一方、繰越金などの歳入が当初の見込みを上回り、余
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2,347 109.16

剰金を積み立てることができたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 335,140 96,150 335,038 99.97
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

22.29

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.64

百万円 10万円 0.7 109.38

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
年度間の財源の不均衡を調整するための財政調整基金や市債の返済のための減債基金など、特定の目的のために資金を積み立てる基金の残高の
確保は、年々その必要性が高まっていることから、引き続き計画的な管理を行っていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 34 課コード 0203 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・財政課

個別事業 基金の管理事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,870 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 335,140 千円 (うち人件費 1,740 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 弾力的な財政運営を図るため、財政調整



の固有財源である地方交付税額の
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的 算定について、正確かつ迅速（提出期限内）に行う。
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
一般財源である地方交付税を確保するため、交付額を適切に算定し、県に地方交付税の基礎となる数値を回 ４月：公債費・清掃費・小中学校費ヒアリング、基礎数値の確認、５月：法人税割・たばこ税・国有資産等
答・報告する。 ヒアリング、基礎数値（A～Dデータ）の確認、６月：固定資産税ヒアリング、基礎数値（C～Eデータ）の確
＜事業概要＞ 当該年度 認、７月：交付税本算定、震災復興特別交付税照会、８～９月：特別交付税・特殊財政需要の調査ヒアリン
・根拠制度：地方自治法、地方財政法、地方交付税法 執行計画 グ、１０月：道路橋りょう費ヒアリング、特別交付税（2回目）、普通交付税１０月照会、１１月：交通安

(3)事業内容 内　　容 ・役割：国が全国の市町村へ一定の合理的な基準によって国税５税を再配分するため、算定の基礎となる数 対調査、１２月：法人税割調査、２月：公債台帳ヒアリング、震災復興特別交付税照会、３月：基礎数値の
値を間違いなく、期限内に回答しなければならない。 確認
・方法：県からの照会により、各所管課に照会し、調査回答を調製の上、県に提出する。 期限内に回答できた件数/問い合わせ件数 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 県への回答を期限内に行う。 直接 期限内に回答できた件数/問い合わせ件数 ％ 100 100

令和 3年度 県への回答を期限内に行う。 直接 期限内に回答できた件数/問い合わせ件数 ％ 100

令和 4年度 県への回答を期限内に行う。 直接 期限内に回答できた件数/問い合わせ件数 ％ 100

地方交付税を算定する上で必要な基礎数値の一部に誤りが生じ、地方交付税検査等で対応している現状はあるが、引き続き事業
(7)事業実施上の課題と対応 担当課や起債担当との連携を強化するなどして、交付税額を適切に算定していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

地方交付税の基礎資料の提出と 地方交付税の基礎資料の提出と 地方交付税の基礎資料の提出と 地方交付税の基礎資料の提出と
適正な算定 適正な算定 適正な算定 適正な算定

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.5 0.5 0.6 0.6
正職員人件費 4,400 4,350 4,350 5,220 5,220

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,400 4,350 4,350 5,220 5,220
(11)単位費用

44千円／％ 43.5千円／％ 43.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民にも一定の行政サービスが提供できるよう ●①事前確認での想定どおり
、自治体の財源保障を目的として法で定められており、適正に算定を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地方交付税は、地方公共団体への財源保障と財源配分を行うため、法律で定められた制度である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が数値の報告等を把握し、国・県へ報告する必要があるた

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 め、市でなければ実施できない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

常に締切日を意識し、必要なデータの収集に努めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,350 50 4,350 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.3

％ 10万円 2.3 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市税の減少傾向が続く中、歳入のうち、地方交付税と臨時財政対策債の比率が高まっていることから、適切な地方交付税の交付を受けるため、
今後も算定基礎数値の正確な把握と報告を行っていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 36 課コード 0203 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・財政課

個別事業 交付税事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,350 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 地方自治法、地方財政法及び地方交付税法の規定に基づき保障され、地方



など単年度に多額の財源を必要とする事業について、資金を外部から調
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的 達する。
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
・地方債の発行（起債同意申請・借入事務） ・起債事業計画ヒアリング（県市町村課）…５月～７月当初要望ヒアリング、１１月～１２月追加・変更要
・地方債の償還（元利金の支払い事務） 　望ヒアリング、２月最終ヒアリング
・地方債の管理（計画的な発行及び償還事務） 当該年度 ・起債協議及び同意…９、１０月及び２、３月
・住民参加型市場公募債の発行の検討 執行計画 ・借入事務…１１月～５月

(3)事業内容 内　　容 ※市債の発行は、後年度の公債費の負担を伴うものであるから、抑制的な目標設定が必要になる。平成３１ ・償還事務…５月、９月、１１月、３月（既借入分の元利金の支払い）
年度は、引き続き臨時財政対策債を含めた地方債総額を公債費以下とすることを目標とする。

一般会計地方債新規発行額（令和２年度予算）　 想定値 32.5当該年度
単位 億円

活動結果指標 実績値 27.6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市債新規発行額　長期債元利償還金以内 直接 新規市債の実発行額 億円 27 31.2

令和 3年度 市債新規発行額　長期債元利償還金以内 直接 新規市債の実発行額 億円 32

令和 4年度 市債新規発行額　長期債元利償還金以内 直接 新規市債の実発行額 億円 32.6

地方交付税の一部である臨時財政対策債が市債の中で大きな比率を占めている。そのため目標の達成が困難となっているが、中
(7)事業実施上の課題と対応 長期的な視点に立ち、その年度の大型事業の財源の構成を十分に検証する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

長期債償還元金 3,039,515 長期債償還元金 3,063,835 3,063,821 長期債償還元金 3,069,194 長期債償還元金 3,131,073
長期債償還利子 164,917 長期債償還利子 124,931 119,612 長期債償還利子 130,521 長期債償還利子 132,706
一時借入金利子 5,000 一時借入金利子 5,000 0 一時借入金利子 5,000 一時借入金利子 5,000

【5月補正（専決）】
一時借入金利子 1,667
【3月補正】
長期債償還元金 △13

実施内容 長期債償還利子 △5,318
一時借入金利子 △6,667

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,209,432 合　　計 3,183,435 3,183,433 合　　計 3,204,715 合　　計 3,268,779
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,209,432 3,183,435 3,183,433 3,204,715 3,268,779

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.5 0.5 0.5 0.5
正職員人件費 4,840 4,350 4,350 4,350 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,214,272 3,187,785 3,187,783 3,209,065 3,273,129
(11)単位費用

100,446千円／億円 98,085.69千円／億円 115,499.38
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

①　財政支出と財政収入の年度間調整：公共施設の建設事業や災害復旧事業など単年度に多額の財源を必要とする事業に ●①事前確認での想定どおり
ついて、地方債の発行で所要資金を調達することにより、当該事業の円滑な執行が確保できるとともに、これに係る財政 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 負担をその元利償還金の支払いという形で後年度に平準化するという年度間の調整機能を有している。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ②　住民負担の世代間の公平のための調整：地方債の元利償還金の支払財源に後年度の税収入等を充てることにより、将 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　　来、便益を受けることとなる後世代の住民と現世代の住民との間で負担を分かつことを可能としている。 収入と支出の年度間調整や世代間負担の公平性の確保、財源の確保などの地方債の持つ機能を活用する必要がある。
③　一般財源の補完：地方債は一般財源の不足を補完する機能を有し、財源の確保として重要な役割を担っている。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地方債の発行は予算編成事務と密接に関連しており、予算編

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 成事務を市が主体となって実施する以上、市でなければ実施
□その他 　促進された できない。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民の関心が高く、市民債を発行するメリットのある事業が ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り なかったため、令和２年度は市民債を発行しなかった。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
住民参加型市場公募債の発行により、財政的事業に参画する機会を提供できる。（今年度は予定なし）

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(億円) 目標値(b)(億円) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(億円) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
27 31.2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

国は臨時財政対策債の新規発行額を抑制する方針であり、普通交付税算定におけ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 27.6 113.04

る財源不足額について、臨時財政対策債で賄う割合が低下したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,187,785 26,487 3,187,783 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.82

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 国は臨時財政対策債の新規発行額を抑制する方針であり

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 、普通交付税算定における財源不足額について、臨時財

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.98 政対策債で賄う割合が低下したため。

億円 1億円 0.87 112.64

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民サービスの低下を招かずに総合計画に掲げる事業を実施するためには、地方債の活用が不可欠であることから、今後も現状どおり推進して
いく。また、臨時財政対策債については、国から削減方針が示されており、今後もその動向について注視していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 37 課コード 0203 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・財政課

個別事業 起債事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,198,116 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,187,785 千円 (うち人件費 4,350 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 公共施設の建設事業や災害復旧事業



公平な補助金の配分を実現するため。
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
補助金に関して、５人で構成される補助金等検討委員会により、｢我孫子市補助金等交付基準」に基づいた ４月中旬　各課へ通知（概要調書の提出依頼）
選定・順位付けを行う。既得権を生じさせないために、継続申請に関しても判定を行う。原則交付すべきで ６月～１０月　補助金等検討委員会開催　（全３回開催予定）
ないとされた団体に対しては、申し出により公開ヒアリングを設け、当該団体が説明する機会を設けること 当該年度 １１月～１２月　各課へ審査結果通知。申し出があれば、公開ヒアリングを行う。
ができる。検討委員の評価を尊重して、市長が交付・不交付を決定する。市議会に予算案の一部として上程 執行計画 １２月下旬から１月　各課へ最終結果通知

(3)事業内容 内　　容 され、最終決定する。財政課は、委員の選定に始まり、調書の取りまとめ、資料・通知を作成するなど、検 ３月　　定例市議会の議決を受けて予算が確定される。
討会の運営事務全般を行う。

補助金の審査件数 想定値 7当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 施策的補助金の適正な規模への縮小 直接 一般会計予算総額に対して、施策的補助金が占める割合 ％ 2.6 2.5

令和 3年度 施策的補助金の適正な規模への縮小 直接 一般会計予算総額に対して、施策的補助金が占める割合 ％ 2.45

令和 4年度 施策的補助金の適正な規模への縮小 直接 一般会計予算総額に対して、施策的補助金が占める割合 ％ 2.45

より適切かつ公平な補助金の配分を実現していく必要がある。まずは、現状の基準等で十分かつ妥当であるかどうかなどを検討
(7)事業実施上の課題と対応 していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

補助金等検討委員会の開催 70 補助金等検討委員会の開催 123 105 補助金等検討委員会の開催 123 補助金等検討委員会の開催 123

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 70 合　　計 123 105 合　　計 123 合　　計 123
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 70 123 105 123 123

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.35 0.35 0.25 0.25
正職員人件費 2,200 3,045 3,045 2,175 2,175

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,270 3,168 3,150 2,298 2,298
(11)単位費用

227千円／件 452.57千円／件 525
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・財政状況が厳しいため、経常的経費を適切かつ公平な形で配分することが必要である。 ●①事前確認での想定どおり
・補助金交付の目的は、その施策を推進する力を与えること、そして最終的には、補助金がなくても、民間や個人が自律 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　的に施策を推進することにある。新たな既得権を生じさせないためには、第三者機関の判断が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・様々な地方自治体からの視察や、マスコミの取材依頼を受けるなど優れた先進事例として全国的にも注目された中で、 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

今後も適切な審査を行っていく。 厳しい財政状況の中、適切な補助金交付を行うため、第三者機関による審査は必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市でなければ実施できない。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 補助金の申請や公開ヒアリングの実施、交付決定を通して、 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 市民や団体の主体的な活動を促すことができた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
補助金の申請や公開ヒアリングの実施、交付決定を通して、市民や団体の主体的な活動を促すことを事業の狙いとしてい
る。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2.6 2.5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症への対応により、実績値を算出するうえでの分母とな
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1.6 156.25

る一般会計予算が大幅に増加したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,168 △898 3,150 99.43
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△39.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症への対応により、実績値を算

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 出するうえでの分母となる一般会計予算が大幅に増加し

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.08 たため。

％ 10万円 0.05 160

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
厳しい財政状況が続く中、補助金の適切かつ公平な配分を図るため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 38 課コード 0203 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・財政課

個別事業 補助金事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成11年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,168 千円 (うち人件費 3,045 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 客観的な指標で外部委員が審査することにより、適切かつ



ついて、受益者と非受益者間の公費（税）負担の公平性、公正
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的 性を確保する。また、サービスに係る公費（コスト）の一部負担を求めることにより、公費支出の軽減を図
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと り、より適切な財源配分を行う。
受益者負担のあり方に関する市の基本的考え方を明らかにした、「受益者負担のあり方に関する基本方針（ ８月から９月　行政サービスに係る原価計算の実施。
平成２９年４月改訂）」に基づき、行政サービスにかかる原価計算を実施する。 １０月から３月　原価計算のチェック
その中で、基本方針に基づき、適正な負担を担保するための料金の改定を行っていく。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

行政サービスの原価計算の実施予定件数 想定値 277当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 受益者負担額の定期的な検証と見直し 直接 原価計算の実施率 ％ 100 100

令和 3年度 受益者負担額の定期的な検証と見直し 直接 原価計算の実施率 ％ 100

令和 4年度 受益者負担額の定期的な検証と見直し 直接 原価計算の実施率 ％ 100

料金の改定に際しては、市民に対し、分かりやすい丁寧な説明を行い、十分な周知期間を設定するとともに、急激な料金改定に
(7)事業実施上の課題と対応 ならないよう激変緩和措置を行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

定期的な原価計算の算出による検証と 定期的な原価計算の算出による検証と 定期的な原価計算の算出による検証と 定期的な原価計算の算出による検証と
見直しの実施 見直しの実施 見直しの実施 見直しの実施

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.3 0.3
正職員人件費 2,200 2,175 2,175 2,610 2,610

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,200 2,175 2,175 2,610 2,610
(11)単位費用

8.27千円／件 7.85千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

毎年度原価計算を実施し、税の公平性・公正性を図る根拠とする。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

受益者負担の原則により、行政サービスの対価として徴収できる使用料・手数料は、社会情勢や行政コストの変化に応じ
て見直す必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市でなければ実施できない。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 原価計算をもとにした使用料・手数料の改正にあたり、パブ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り リックコメントを実施した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
負担額を改定する際は、利用者への周知や説明、パブリックコメントを実施する。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

使用料・手数料の改正にあたり原価計算を実施しており、２年度については原価
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

計算を見送ることとしたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,175 25 2,175 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 使用料・手数料の改正にあたり原価計算を実施しており

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 、２年度については原価計算を見送ることとしたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.6

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
限られた財源の中で市民サービスの向上を図るため、引き続き現状どおり推進し、受益者負担の適正化を図っていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1621 課コード 0203 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 企画財政部・財政課

個別事業 受益者負担の見直し 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,175 千円 (うち人件費 2,175 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 特定の市民が利益を受ける特定のサービスに



を推進することにより、寄附金の増加を図り税外収入のより一層の確保に努める。
施策目的・

(2)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
　ふるさと納税により我孫子市を応援してくれる納税者が増加するよう、ふるさと納税を支援する事業者の 令和２年４月～令和３年３月　業務一括代行事業者を通して運用
業務一括代行制度を活用し、寄附金の申し込みや納付手続きがしやすくなるようにする。また、寄附者に対
するお礼の品として我孫子市特産品を活用し、地元特産品のＰＲを図る。さらに、ふるさと納税による寄附 当該年度
の使い道を明確にし、市ホームページなどで周知する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　平成３１年度からは、複数のふるさと納税ポータルサイトを運営することで、寄附金の増加と事務効率の
向上を図る。
　 ふるさと納税寄附者 想定値 1,500当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 1,165

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ふるさと納税による寄附者を増加させる 直接 ふるさと納税寄附金額 千円 12,729 15,000

令和 3年度 ふるさと納税による寄附者を増加させる 直接 ふるさと納税寄附金額 千円 16,250

令和 4年度 ふるさと納税による寄附者を増加させる 直接 ふるさと納税寄附金額 千円 17,500

ふるさと納税に対するお礼の品については、特典目当ての寄附とならないように注意し、地元特産品のＰＲを兼ねたものとなる
(7)事業実施上の課題と対応 よう開発することが必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ ふるさと納税寄附者贈答品 4,500 ふるさと納税寄附者贈答品 6,000 9,752 ふるさと納税寄附者贈答品 6,000 ふるさと納税寄附者贈答品 6,000
＊ 通信運搬費 1,151 通信運搬費 1,592 1,225 通信運搬費 1,592 通信運搬費 1,592
＊ 公金決裁手数料 29 公金決裁手数料 174 471 公金決裁手数料 174 公金決裁手数料 174
＊ ふるさと納税業務一括代行委託料 2,344 ふるさと納税業務一括代行委託料 2,633 3,873 ふるさと納税業務一括代行委託料 2,633 ふるさと納税業務一括代行委託料 2,633
＊ ふるさと納税公金支払システム利用料 49 ふるさと納税公金支払システム利用料 205 793 ふるさと納税公金支払システム利用料 205 ふるさと納税公金支払システム利用料 205

【予備費充用・予算流用】
ふるさと納税寄附者贈答品 3,023

実施内容 公金決裁手数料 296
ふるさと納税業務一括代行委託料 1,001

(8)施行事項
費　　用 ふるさと納税公金支払システム利用料 372

【3月補正】
ふるさと納税寄附者贈答品 968
ふるさと納税業務一括代行委託料 242
ふるさと納税公金支払システム利用料 258
公金決裁手数料 42

予算(決算)額 合　　計 8,073 合　　計 16,806 16,114 合　　計 10,604 合　　計 10,604
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △7,012 △18,546 16,114 △4,445 △4,445

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 15,085 □特会 □受益 □基金 ■その他 35,352 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 15,049 □特会 □受益 □基金 ■その他 15,049
換算人数(人) 0.19 0.35 0.35 0.22 0.22
正職員人件費 1,672 3,045 3,045 1,914 1,914

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,745 19,851 19,159 12,518 12,518
(11)単位費用

0.65千円／人 13.23千円／人 16.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　ふるさと納税を推進することにより、我孫子市を応援してくれる納税者を増やし、市税収入以外の歳入増加を図る。ま ●①事前確認での想定どおり
た、寄附者へのお礼として我孫子市の特産品を活用し、地元特産品のＰＲを図り商業・農業の活性化に繋げる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

我孫子市を応援してくれる寄附者の増加や地域の活性化などに繋がるよう、インターネットなどを通じて我孫子市に対す
るふるさと納税のＰＲ等を推進する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市でなければ実施できない。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 寄附者に対してお礼の品として我孫子市特産品を贈呈するこ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り とにより地元特産品のＰＲにつながった。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
お礼品として我孫子市特産品や我孫子市に足を運んでいただけるサービスを提供することにより、市の活性化を図る。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 寄附の申込から入金手続きまでインターネットにより行うこ インターネットを活用する場合、寄附の申し込みから寄附金 ●①想定どおり
□②生き物と共存している とにより、紙媒体での手続きを削減することができる。 の納入手続きまで完了するため、紙での手続きが不要となっ ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している た。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(千円) 目標値(b)(千円) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(千円) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
12,729 15,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

1件あたりの金額が高額な寄附を受けたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 35,738 238.25
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 19,851 △10,106 19,159 96.51
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

業務一括代行委託先が、寄附の受付から入金管理、お礼品提供事業者との調整や
発送管理、受領証明書の発送などを行うことで、事務効率の軽減を図ることがで

△103.7 きる。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 1件あたりの金額が高額な寄附を受けたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 75.56

千円 10万円 186.53 246.86

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も我孫子市を応援してくれる寄附者の増加や地域の活性化などに繋がるよう、返礼品の充実や我孫子市に対するふるさと納税のＰＲ等を積
極的に進めていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2132 課コード 0203 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・財政課

個別事業 ふるさと納税の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,649 千円 (うち人件費 3,045 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 19,851 千円 (うち人件費 3,045 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 ふるさと納税制度



な基準による財務書類等を作成することにより、数値の精緻化などが図られ、これまで以上に市民や
施策目的・

(2)目的 生する行政需要等に適切に対応していくため、毎年当初予算編成後に中期財政計画の見直しを行います。ま 事業目的 議会などに対して説明責任を履行することができるようになる。
展開方向

た、市民が市の財政状況を十分理解し、予算編成過程をはじめとした市政の場に積極的に参加できるよう、
統一的な基準による財務書類等を原則として平成２７年度から平成２９年度までの３年間で全ての地方公共 関係課（会計課、資産経営室）と連携し、統一的な基準による財務書類等（平成３０年度決算）を作成する
団体において作成し、予算編成等に積極的に活用するよう国から要請があったことから、平成２９年度から 。
複式簿記を前提とした統一的な基準による財務書類等を作成するとともに、将来的には予算編成等に活用で 当該年度 また、分析等も併せて広報やホームページなどで公表する。
きるようにする。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ※総務大臣通知（平成２７年１月２３日付け総財務第１４号「統一的な基準による地方公会計の整備促進に
ついて」）

財務書類等の作成 想定値 1当該年度
単位 部

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 固定資産台帳などの数値を用いることにより、決算統計データからの脱却を図り、より精緻な財務書類等を作成する。また、分 直接 進捗率（財務書類等の作成・公表） ％ 0 100
析等も併せて広報やホームページなどで公表する。

令和 3年度 固定資産台帳などの数値を用いることにより、決算統計データからの脱却を図り、より精緻な財務書類等を作成する。また、分 直接 進捗率（財務書類等の作成・公表） ％ 100
析等も併せて広報やホームページなどで公表する。

令和 4年度 固定資産台帳などの数値を用いることにより、決算統計データからの脱却を図り、より精緻な財務書類等を作成する。また、分 直接 進捗率（財務書類等の作成・公表） ％ 100
析等も併せて広報やホームページなどで公表する。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

財務書類等作成支援業務委託料 3,916 財務書類等作成支援業務委託料 3,054 1,870 財務書類等作成支援業務委託料 3,054 財務書類等作成支援業務委託料 3,054
公会計システム保守業務委託料 440 公会計システム保守業務委託料 477 385 公会計システム保守業務委託料 477 公会計システム保守業務委託料 477

【9月補正】
財務書類等作成支援業務委託料 △1,184
公会計システム保守業務委託料 △92

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,356 合　　計 2,255 2,255 合　　計 3,531 合　　計 3,531
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,356 2,255 2,255 3,531 3,531

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 1,320 2,175 2,175 2,175 2,175

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,676 4,430 4,430 5,706 5,706
(11)単位費用

5,676千円／部 4,430千円／部 4,430
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

統一的な基準による財務書類等を原則として平成２７年度から平成２９年度までの３年間で全ての地方公共団体において ●①事前確認での想定どおり
作成し、予算編成等に積極的に活用するよう国から要請があったため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国からの要請に基づき、統一的な基準による財務書類を作成するとともに、今後は活用に向けた検討を進めていく必要が
ある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 財務書類の作成にあたっては、根拠となるデータの提供につ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 いて、庁内各所属との連携・調整が必要なため、外部団体が
□その他 　促進された 実施することは困難なため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 作成した財務書類については市ウェブサイトで公開し、情報 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り を提供していく。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民などから寄せられた意見を基に、財務書類等の分析内容の充実化に努める。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 財務書類が完成した際には市ウェブサイトで公開し、印刷物 ●①想定どおり
□②生き物と共存している の削減に努める。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

庁内各所属や委託事業者との連携・調整を十分に図るとともに、作業スケジュー
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ルを適宜見直しながら、遅延が生じることのないよう努めたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,430 1,246 4,430 100
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

21.95

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.26

％ 10万円 2.26 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、中期財政計画の策定と財政情報の提供という施策の実現に効果的な事業となっているため、今後も引き続き現状どおり推進していく
。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2214 課コード 0203 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 企画財政部・財政課

個別事業 統一的な基準による財務書類の作成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,706 千円 (うち人件費 2,175 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,430 千円 (うち人件費 2,175 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83301 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

社会経済状況や国の制度改正、市の決算状況などを踏まえ変動する税収等の財源を的確にとらえ、新たに発 統一的


